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１． はじめに 

これまで我が国で蓄積されてきた社会資本は、私たちの日々の生活を支えるとともに、産

業活動の基盤として大きな役割を果たしてきた。これらの社会資本は、高度経済成長期に集

中的に整備されており、今後、その高齢化は確実に進行していく。 
この社会資本の高齢化に伴い、損傷リスクが急速に増大する将来においては、社会生活に

大きな影響を与えるような事故や災害の急増が懸念される。例えば、日本より社会資本の整

備が早かった米国では人命を巻き込む落橋事故が発生しており、我が国でも、平成 19 年に幹

線道路の橋梁で落橋につながりかねない主要部材の破断が見つかった他、住宅・建築物の外

壁の劣化による剥落、下水道の管路施設の高齢化等が原因となった道路の陥没事故等の重大

な二次災害につながり得るような損傷・事故が頻発しつつある兆候が見られている。 
図-1 は、50 年以上経過する社会資本の割合を示したものである。現時点（2010 年度）と

20 年後を比較すると、例えば、道路橋（約 8%→約 53%）、水門等河川管理施設（約 23%→

約 60%）、下水道管きょ（約 2%→約 19%）、港湾岸壁（約 5%→約 53%）などと急増し、今

後、維持管理・更新費の増大が見込まれる。 
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〔約５千施設〕

〔総延長：約４２万ｋｍ〕

建設後５０年以上経過する社会資本の割合

道 路 橋

2020年度2010年度 2030年度

河川管理施設
（水門等）

下水道管きょ

港湾岸壁

約23%

資料出典；総合政策局公共事業企画調整課, 2012年5月  
図-1 建設後 50年以上経過する社会資本の割合 

 
図-2 は、国土交通省所管の社会資本を対象とした、2060 年度までの維持管理・更新費の推

計結果を示している。 
図-2 の上図は、従来通りの維持管理・更新を続けた場合の費用を示しており、維持管理・

更新費が投資総額に占める割合は 2010 年度時点で約 50％であるが、2037 年度時点で投資可

能総額を上回る。2011 年度から 2060 年度までの 50 年間に必要な更新費は約 190 兆円と推

計され、そのうち更新できないストック量が約 30 兆円と試算される。 
それに対して図-2 の下図は、図-3 に示すイメージのような予防保全の取組みを実施した場

-151-



 
 

合の費用を示している。維持管理・更新費が投資可能総額を超えるのは前者に比較して 10 年

伸びて 2047 年度となっており、更新できないストック量は 2060 年度までに約 6 兆円と大幅

に減少する。 
このように、今後の社会資本の高齢化に適切に対応していくには、ライフサイクルコスト

の縮減や長寿命化を図り、つくったものを長持ちさせて大事に使う「ストック型社会」への

転換を推進していく必要がある。 
本稿では、社会資本のストックマネジメントの推進に向けた、国土技術政策総合研究所（以

下、「国総研」）における最近の取り組み状況と、今後の方向性について紹介する。 
 

 
（出典：国土交通白書２０１０） 

図-2 国土交通省所管の社会資本における維持管理・更新費の将来推計 1) 
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図-3 予防保全のイメージ 

 

 

２． ストックマネジメント研究会 

国総研においては、表-1 に示すような社会基盤施設に関して、現場を含めた各施設におけ

るストックマネジメントの現状や研究開発状況等を横断的に確認するとともに、今後のスト

ックマネジメントのあり方、情報交換、議論を行う場として｢ストックマネジメント研究会｣2)

を設置している。 

 

表-1  ストックマネジメント研究会の取り組み対象施設 

 

 

 

 

 

 

 

同研究会においては、まず、ストックマネジメントを推進するために取り組むべき研究課

題全体を整理している。図-4はその結果を示すものである。 

一方、これら研究課題全体を踏まえ、ストックマネジメントを推進するために整備すべき

項目である 

1) 対象構造物の性状把握 

2) 施設の現状把握 

3) 計画策定 

に着目し、各施設における実際の進捗状況（平成 24年 7 月時点）をとりまとめたものが図-5

である。 

主に物流・快適性向上のための施設 

下水道施設 

道路施設（舗装、橋梁、トンネル）

港湾施設（係留施設） 

空港施設（滑走路、誘導路） 

主に防災のための施設 

河川施設（堤防、護岸） 

ダム施設 

海岸施設（堤防、護岸） 

砂防施設（砂防ダム） 
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（ストックマネジメント研究会とりまとめ） 

図-4 ストックマネジメントの推進に向けた研究課題 

 

図-5によれば、各施設ごとの状況は、それぞれに要求される性能や機能中断に伴う許容度

に大きく違いがあるため、研究・技術開発に関する進捗度に差異等が見られることが分かる。

また、各施設に応じたストックマネジメントの考え方が存在することも伺える。 

同研究会では、平成 18年 9月の設置以降、概ね年に 1～2回程度の頻度で定期的に情報交

換や議論を行い、ストックマネジメントの推進及び底上げに努めている。さらに、同研究会

での議論を踏まえた取り組みの一つとして、同研究会構成メンバーに建築部門の担当者が加

わり、総合技術開発プロジェクトである「社会資本の予防保全的管理のための点検・監視技

術の開発」3)（平成 22年度～24年度）を実施しているところである。 

具体的には、施設共通の課題に着目し、技術開発の余地が比較的大きい、目視できない部

位や目視による評価が困難な変状に対する点検・診断技術の開発を行っており、その詳細を

次章以降に示す。 
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３． ストックマネジメントの推進に向けた取り組み 

３．１ 社会資本の予防保全的管理のための点検・監視技術 

３．１．１ 技術開発の背景 

社会資本の予防保全管理を実現するためには、劣化や損傷を迅速かつ効率的に点検・監視

し、その結果を踏まえて適時・適切に補修補強することが必要となる。施設の状態を定期的

に点検・診断し、致命的欠陥が発現する前に対策を講じることにより、事故や災害を未然に

防ぎ、施設の長寿命化により長期的に見た場合のトータルコスト（ライフサイクルコスト）

の縮減を図る「予防保全」の考えに立ったストックマネジメントを進めていくことが必要で

ある。この基本的な考え方を図-6に示す。 

 

 

図-6 予防保全的管理の基本的な考え方 

 

 

図-6に示すように、予防保全的管理は、個別の施設に対する点検、健全度評価、劣化予測、

及び補修補強の 4 つのフェーズから構成される。以下、現状における主な課題をフェーズご

とに列記する。 

 

＜点検＞ 

・ スケールが大きい土木構造物でも局所的に密かに進行する亀裂や腐食等が問題となる

が、目に見えないような局部損傷の進展を効率的かつ確実に探知する技術は確立され

ていない。 

・ また、地中の構造物では、点検自体が困難であり、目視点検では捕捉できない損傷を

探知するための調査法の開発が必要である。 

＜健全度評価＞ 

・ 部材の劣化状況を踏まえた構造物の性能評価について、十分確立されていない。 

＜劣化予測＞ 

・ 橋ひとつを例にとっても、その形式、形状、交通条件、環境条件には様々な要素があ

り、劣化の要因も複数かつ複合的と考えられるため、個々の劣化メカニズムを研究す

-156-



 

 

るとともに、実際の構造物の長期挙動観測などによるデータの蓄積や様々な劣化パタ

ーンの研究が必要である。 

＜補修補強＞ 

・ 早期に補修補強がなされない、想定どおりの補修補強効果が発揮されないなどの事例

があり、劣化状況に応じた効果的な補修補強を行うための技術の開発や、開発結果を

検証し、現場へフィードバックするシステムの構築が必要である。 

 

今回の総合技術開発プロジェクト「社会資本の予防保全的管理のための点検・監視技術の

開発」では、予防保全管理のサイクルを構成する点検、健全度評価、劣化予測、補修補強の

4 段階のうち、サイクルの最初の段階にあり、先行して技術開発することが効果的で、かつ

様々な施設種別を横断して適用することが可能な「点検」について、各分野における次のよ

うな点に着目した。 

例えば、従来の目視可能な部位の目視による点検・監視では、損傷が相当量進行し表面に

現れてから把握されていた。また、構造物の埋込部、狭隘部、高所、閉所等では空間的制約

により調査日数や点検費用が大きくなるため、適切な頻度・方法での検査が実施されないケ

ースがあった。さらに、堤防等の土構造物の弱点部は主に表面の目視点検により、橋梁、擁

壁等の構造物の日常的な変状は、主に定期的なパトロールや通行者からの通報等により把握

されていた。 

そうした状況を改善するため、今回の技術開発では、構造物の目視困難な場所を点検可能

にする技術、さらに、広範囲で大量な構造物について目視のみで把握されていた変状を効率

的・確実に監視する技術の開発を行うこととした。 

図-7は今回の研究開発における点検・監視技術の研究開発方針イメージであり、図-8には

各分野における研究開発技術の概要を示している。開発に当たっては、産業分野での基本技

術の開発は進められているものの社会資本施設への応用が進んでいない非破壊検査などにつ

いて、多種多様な検査方法及びそのデータについて要求性能、評価基準を実験・確認した上

で整備し、民間の技術開発の促進を図ることも視野に入れて取り組んでいる。 

 

 

「見えるところを見る」から

「診るべきところを診る」へ

予防保全的管理のためには、これまでの

点検・監視に加えて、目視困難な部位、

評価困難な変状の点検・監視、診断を行

うことも必要不可欠

目視可能な部位の目視に
よる点検・監視が中心

これまでの点検・監視 これからの点検・監視

 

 

図-7 点検・監視技術の研究開発方針イメージ 
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３．１．２ 技術開発内容 

(1) 非破壊検査による埋込部・遮蔽部の点検・診断技術 

超音波等の産業分野で活用が進んでいる非破壊検査技術や遠隔検査技術等を用いて、土

木・建築構造物における鋼材等のコンクリートへの埋込部、部材が複雑に組み合わされた狭

隘部、高所の外壁面等の目視困難な部位の点検・診断技術及び評価基準を開発する。従来の

方法では、ハツリ検査等の破壊検査、打診検査等のための足場の設置が必要となり、検査コ

ストが高く点検実施率や頻度が低かったが、新しい検査手法を加えることにより点検コスト

を低減し、点検実施率・頻度を向上させる。これらにより予防保全管理を推進し、構造物の

安全性向上を図るものである。 

鋼材等コンクリートへの埋込部、狭隘部については、開発段階のモデル構造物を橋梁とし

て、ファイバースコープ、マイクロドリル、駆動装置を組み合わせた構造物内視鏡、ならび

に超音波フェーズドアレイ技術を応用した構造物内部聴診装置のプロトタイプ（図-9 ①）を

製作し、模擬劣化試験体による促進腐食実験、性能評価実験に取り組んでいる。 

高所外壁面については、開発段階のモデル構造物を建築ビルとして、足場を設置せずに一

次検査や日常検査を行うための外壁面走行装置（図-9 ②）、ならびに遠隔打診装置のプロト

タイプを製作し、模擬劣化試験体による性能評価実験に取り組んでいる。 

 

(2) 画像･データによる目視困難な部位の点検･診断技術 

画像・データ技術等を用いて、人が直接近寄れない管路内部、建築物床下等の目視困難な

部位の点検・診断技術及び評価基準を開発する。従来からの自走 TV カメラ調査では、画像

解像度が低いこと、TVモニター画像を人が判読すること等から検査員の技量により調査速度

や精度差があり、また、検査コストが高いことから点検実施率や頻度が低かったが、簡易カ

メラ（図-9 ③）によるスクリーニング、カメラ小型化等の基本技術を応用し点検装置の機能

向上、性能標準化を図ることにより、点検コストを低減し、点検実施率・頻度を向上させる。

また、新しい検査方法として触診の遠隔検査技術を開発する。これらのことにより予防保全

管理を推進し、構造物の安全性向上を図るものである。 

管路内部については、既往の TV カメラ調査データ及び施設管理者・検査オペレータへの

聞き取り調査から「見逃してはいけない不具合」を設定し、性能能評価実験のための「見逃

してはいけない不具合」の模擬劣化試験体（図-9 ④）を製作し、また、レーザ測量による路

上からの点検方法の開発に取り組んでいる。 

建築物床下については、床下劣化診断装置（図-9 ⑤）の障害物回避性能、検査装置の搭載

能力、画像・データの取得・保存等に関する確認実験、及び触診を遠隔検査するための触診

抵抗値の数値化実験に取り組んでいる。 
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○非破壊検査による埋込部・遮蔽部等の点検・診断技術 

構造物の目視困難な埋込部・遮蔽部を対象と

した非破壊検査法の開発 【ｺﾝｸﾘｰﾄ埋込部】 

結果出力例

① 鋼材内部（腐食形状）を可視化 

（超音波フェーズドアレイ） 

外壁面の遠隔診断を目的とした壁面走行

型外壁診断装置の開発【RC建築】 

 

 

② 壁面走行型外壁診断装置（試作機）

（壁面に吸着しながら移動） 

 

○老朽化した管路の TVカメラ調査によるスクリーニング手法の開発 4） 

 

③ 簡易カメラによる可視範囲確認実験 

 

④ 製作した模擬劣化管路（下水道） 

 

○床下木質部材の劣化診断手法の開発 

 

⑤ 床下劣化診断装置（試作機）の機能性実証実験 

 

図-9 研究開発内容の一例 
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(3) 赤外線を活用した漏水部の点検・監視技術 

赤外線サーモセンサーを活用し、現状では検知が不確実であった河川堤防のり面の湿潤部

を迅速・簡便に把握する点検・監視技術及び評価基準を開発する。従来からの人手、目視に

よる変状監視では、延長・箇所数が多く多大な労力を要し、検査員の技量により精度差があ

ったが、新しい監視手法を加えることにより、迅速性、確実性を向上させ、構造物の安全性

向上を図る。実堤防のり面において、赤外線サーモグラフィ撮影実験、撮影条件、効率性の

評価に取り組んでいる。 

 

(4) 位置計測による構造物の監視・変状探知方法 

GPS、画像処理等位置の特定技術を活用し、橋梁等構造物の突発的、致命的変状を、迅速・

簡便に把握する点検・監視技術及び評価基準を開発する。従来、構造物の重大な変状はパト

ロールや通行者の通報等により把握され、迅速に把握できないことも見られたことに対して、

新しい監視手法を加えることにより、迅速性、確実性を向上させ、道路利用者の安全性向上

を図るものである。 

モデル構造物を橋梁として、被災事例、損傷事例のデータを収集し、致命的な損傷の発生

及び通行規制が必要な損傷の発生を検知するのに必要な測定精度の検討、並びに、GPS測位

方式及び画像処理方式の機器コストと精度に関する評価実験等に取り組んでいる。 

 

３．１．３ 技術開発スケジュール 

本プロジェクトでは、現在 3ヵ年（平成 22年度から 24年度まで）の計画で技術開発を進

めているところである。損傷事例の整理・分析、基本仕様・要求性能の検討、模擬劣化試験

体等の実験装置の製作、検査機器のプロトタイプの製作を経て、性能評価実験、実験結果に

応じた検査機器の改良、評価方法の検討等を行い、最終的には実際の現場での適用の推進（実

用化）、各種技術基準案、評価基準・マニュアルの作成を目指している。 

図-10は、予防保全的管理全体を推進するためのロードマップを示すものであり、図中の点

線が、今回の総合技術開発プロジェクトの研究開発範囲を示したものである。 

新たな点検・監視技術の開発により、これまで点検が難しかった個所の監視体制の確立を

図り、社会資本の予防保全を可能とし、また、検査装置の開発に加えて評価及び技術基準を

一体として構築し、信頼性の高い点検・監視手法として確立を図ることにより、民間の機器

メーカの参入等による速やかな普及が期待される。 

さらに一連の取り組みにより、予防保全の考え方に基づく適切な維持管理が推進され、国

民生活や経済社会活動に甚大な影響を与える社会資本の致命的な損傷の回避、施設の長寿命

化によるライフサイクルコスト縮減の進展が期待される。 
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・従来手法による点検・監視データの蓄積

・法令等に基づく技術基準化・マニュアル化
（建築基準法12条（定期報告）関連法令、
剥落による災害防止のためのタイル外壁,
モルタル塗り外壁診断指針、長期優良住
宅の普及の促進に関する法律関係法令、
下水道維持管理指針、河川砂防技術基準、
堤防等河川管理施設及び河道の点検要
領、橋梁定期点検要領等）
・検査実施の主体となる行政機関・業界団体
への周知・技術支援
・官民の人材育成

・管内カメラ、壁面検査装置等の土

木・建築現場向けパッケージ装置

・超音波探触子、センサー、画

像処理装置等の基本装置

現地実証試験

評価方法検討・評価基準作成

要求性能検討

・非破壊検査による埋込部・遮蔽部の点検・診断技術の開発（国総研）

性能確認試験

点検・監視に関する応用技術・評価技術

・画像・データによる目視困難な部位の点検・診断技術の開発（国総研）

・赤外線を活用した漏水部の点検・診断技術の開発（国総研）

・位置計測による構造物の監視・変状探知手法の開発（国総研）

非破壊検査技術等の要素技術

民間企業による

検査装置（試作機）の開発・生産・改良
民間企業による

検査装置（試作機）の開発・生産・改良

 

（図中点線で示す範囲は、今回の総合技術開発プロジェクトの研究開発内容を示す） 

図-10 予防保全的管理を推進するためのロードマップ 

 

 

３．２ 各分野における取り組み事例 

３．２．１ 下水道管路のストックマネジメント 

下水道整備の進展に伴い、全国の下水道普及率は平成 23 年度末現在 75%を超え、管きょ

延長は約 43万 kmにもおよび、膨大なストックを有するに至っている。今後は、施設の老朽

化の進展とともに施設管理費用の増大が見込まれるが、下水道は人々の日常生活や社会経済

活動を支える基本的な社会基盤施設であり、計画的かつ効率的な施設管理を行うことにより

所期の機能を継続的に発揮していく必要がある。 

一方、下水道管路のストックマネジメント手法の導入を促進していくためには、施設管理

計画の策定に必要となる施設の健全率の評価・予測手法や、合理的な事業計画を立案するた

めの事業平準化手法等の各種要素技術の確立を図っていくことが求められている。 

このような状況を踏まえ、国土交通省に設置された下水道施設のストックマネジメント手

法に関する検討委員会（委員長:滝沢智東京大学大学院教授）では、国総研からも積極的に参

画し、ストックマネジメントを推進するための諸課題についての検討が行われ、その成果の

一つとして、ストックマネジメント手法導入のための指南書となる「下水道施設のストック

マネジメント手法に関する手引き（案）」（平成 23年 9月）5)がとりまとめられた。 

この手引き（案）は、国総研の過年度研究成果である管きょの健全率予測式や事業平準化

手法が反映されたものとなっており、また、現段階では多くの自治体においては、データ蓄

積が少なく施設管理情報の整備が不十分であるが、そのような状況においても導入可能な簡
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易なストックマネジメント手法と、その段階的なレベルアップの考え方が示されている。 

現在、国総研では、ストックマネジメント導入支援の一環として、管きょ劣化データベー

スの公開と、予算等制約条件下における下水道管きょの調査頻度に関する検討を実施してい

る。管きょ劣化データベースは、計画的な調査・点検や長期的な改築需要の見込み量の検討

に必要となる管きょの健全率予測に関して、各下水道事業体の管きょの敷設条件等の特性に

配慮した健全率予測式の作成を支援するため、インターネット上で公開するものである。ま

た、下水道管きょの調査頻度に関する検討は、時間経過とともに進行する劣化を対象とした

不具合の調査頻度に関して、適切な調査頻度及び適切な補修時期を推定することを目的とし

て、信頼性重視保全保全の考え方や人の健康指標として注目されている健康寿命の考え方を

下水道管きょに適用することで、任意の管きょが有するリスクの大きさ（事故発生確率及び

事故による社会的影響）に応じたメリハリのある調査頻度の提案を可能とするものである。 

今後も、信頼性の高い下水道管路サービスの提供が可能となるよう、ストックマネジメン

トの導入促進に向けて、引き続き各種研究に取り組んでいきたいと考えている。 

 

３．２．２ 道路構造物群の戦略的な維持管理・更新技術 

現在、約 68万橋を有する我が国の道路橋は、戦後の高度経済成長期の急ピッチで整備され

たことから、今後確実に高齢化割合が増大する。道路橋の高齢化に伴い、通行規制を伴う深

刻で様々な損傷が散見され始めた。高齢橋が少ない時代には、損傷が発見された都度の対応

（事後保全）で対処できていたのに対して、高齢化時代では発見された損傷は氷山の一角に

過ぎず、次々と同様な事象が発生する危険性を有していると考えられ、先手を打つ維持管理

（予防保全）が求められてくる。すなわち、データに基づく科学的な維持管理に移行し、道

路橋の長寿命化とライフサイクルコストの縮減を図ることが必要であり、このためには、橋

の状態を知り（点検）、それを分析して管理に反映させていくことが重要となる。 

このような状況を踏まえ、国総研では、高齢化しつつある膨大な道路構造物資産を経済的

に保全し、道路機能の安心を効率的に実現できる維持管理体系、道路構造物の劣化や損傷に

対して致命的な事態を未然に防止するための評価技術や予防保全対策、地震災害などの突発

事象に対して早期発見による二次的被害の防止などのリスク低減策などの確立によって、科

学的根拠に基づく戦略的な維持管理を実現するための研究を重点的に実施している。 

以下は、道路橋の点検を中心に、現在研究に取り組んでいる目指すべき道路橋の維持管理

像 6) について紹介する。 

図-11は、目指すべき道路橋の維持管理像について説明するものであり、取組み段階を大き

く 3段階に捉え整理している。 
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「計画的管理」 

・ 現状を把握して適切に対策をとる（データに基づく合理的で計画的な管理の

実現） 

「戦略的管理」 

・ 将来を予測して、合理的な対策をとる（将来予測に基づく、予防保全と長寿

命化の実現（ライフサイクルコストの縮減）） 

「無理なく無駄なく賢い管理」（スマート・インフラ・メンテナンス・マネジメント）

・ 人と科学のベストミックス 

・ 点検の最適化と「点検と監視」のベストミックス 

 

図-11 目指すべき道路橋の維持管理像 

 

 

最初の取組み段階は、現状を把握することで必要な対策を確実に行えるようにする「計画

的管理」である。これは、効率的な維持管理のためには、道路資産の最新の情報とその分析

結果を反映させ、合理的で計画的な維持管理体系を構築することが不可欠であるとの考え方

に基づいている。 

道路橋の統一的な定期点検は、昭和 63年の橋梁点検要領（案）の整備とともに開始され、

現在は、平成 16年に見直された橋梁定期点検要領（案）に基づき実施されている。これまで

に得られた定期点検データの国総研における分析結果（直轄道路橋約 2 万橋）に基づき、道

路橋の維持管理の現状を評価すると、（ここではデータの詳細に関する説明は割愛するが）現

状把握は適切な管理の第一歩ではあるものの、目視などで容易に「見えるもの」だけを「と

きどき」見ているだけでは足りないと言わざるを得ない状況となっている。 

次の取組み段階は、将来を予測し合理的に対策する「戦略的管理」である。 

既に、予防保全に向けた取組みが始まっており、直轄道路橋でも、コンクリートの塩害、

RC 床版の疲労、鋼部材腐食などの劣化予測が行える橋梁マネジメントシステム（BMS）を

作成して検証を進めている。ただし、ここで重要なことは、橋は極めて複雑な構造体であり、

かつ架橋環境や利用実態によっても劣化進展の性状は千差万別であるため、シミュレーショ

ンと現実の間には大きな乖離が避けられず、統計から求めた劣化予測には圧倒的に大きなバ

ラツキが実態として存在することである。また、このような課題のある劣化曲線さえも得ら

れていない損傷が多数存在しているのも実情である。 

将来予測に基づいて予防的な措置を行い、補修補強時期の最適化を模索することは、道路

資産全体のライフサイクルコストの最小化に資する合理的な維持管理手法である。しかし、

将来予測の信頼性には解消困難な大きな限界があり、それらに過度に依存しない現実的で信

頼性の高い維持管理体系の構築が不可欠である。 

最後に示す取組み段階は、「無理なく無駄なく賢い管理」である。 

情報処理技術や情報伝送技術など最新の科学的手法を柔軟かつ積極的に取り入れ、それら

を使いこなす技術者の介在によって、個々の橋梁に対してカスタマイズされた最適な維持管
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理が行われると同時に、道路資産全体のライフサイクルコストの最小化、利用者に対するリ

スクの最小化が、無理なく無駄なく図られている賢い維持管理体系が理想と考えており、こ

れをスマート・インフラ・メンテナンス・マネジメントと呼んでいる。 

一方、合理的な維持管理の実現には、未だ様々な課題が残されている。例えば、統計処理

による将来予測や補修補強時期の最適化の限界に対しては、それら科学的ツールの限界を考

慮して正しく使いこなす人が必要である。また、間欠的な点検をいくら充実させても、突発

的な事故や不具合への対応性の向上には限界があり、さらに、優れた技術者による目視点検

でも、直視できない異常が致命的な事故の引き金になることも考えられる。 

これからの道路橋の維持管理では、落橋等に至るような重大な損傷を未然に防ぐためにも、

点検データ及び道路橋の損傷・不具合事例等の知見を管理分析し、既設道路橋の機能・性能

を正確に把握・分析し、それらの蓄積されたデータに基づく科学的な維持管理を行っていく

ことが重要である。その中で、国総研では「人」と「科学」、「点検」と「監視」の最適組み

合わせを目指し、全国の直轄の点検データの管理分析、維持管理の合理化・高度化に係る研

究、技術的支援等を行っている。 

図-12は、点検・監視に関する要領等に関する現在の整備状況を示すものであるが、目指す

べき維持管理像の実現のため、各方面と連携し、引き続き各種研究に取り組んでいきたいと

考えている。 

 

 

目的 分類 

主たる対象 

方向性と課題 

本体各部 特定部位 

現状把握 

（事後保全）

＋ 

予防保全 

定期点検 

日常点検 

□外観目視の限界克服 

・非破壊の活用・精度向上

 

□バラツキ・不確実性克服

・診断技術、人材 

・臨床研究 

初期点検 

定期点検（５年毎） 

個別点検 疲労 塩害 ASR 洗掘 水中 PC 地中

第三者被害 

予防点検 

（主に「う

き」・「剥離」）

危機管理 

異常検知 モニタリング・常時監視 

□間歇ﾁｪｯｸの限界克服 

□予測・予防の限界克服 

・技術開発 

事前措置 適宜（防水、部分塗装、疲労対策・・・）
剥落防止 

など 
□予測の限界克服 

（※ 図中の網掛箇所は、要領等整備済み） 

 

図-12 点検の最適化 ～「点検と監視」のベストミックス～  
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３．２．３ 河道・河川管理施設の点検・管理手法の高度化 

河川構造物の維持管理、特に劣化河川構造物に係る長期予測に関する技術検討、それを踏

まえた中長期マネジメントに関する研究は重要課題であるが、これまでは十分な検討がなさ

れていなかった。そこで、社会資本整備全体の状況を把握しつつ、河川に適した構造物マネ

ジメント技術をフォローする河川構造物管理研究タスクフォース（TF）7) が国総研・土木研

究所の研究担当者により設置された（図-13 参照）。 
図-14 は、本省、地方整備局及び河川構造物管理研究タスクフォース（TF）との関係を示

したものである。 
河川構造物管理研究タスクフォースの実施事項及び現場支援の内容を以下に示す。 
実施事項としては、 
・ 各種河川構造物にかかる劣化予測に関する技術検討及びそのフォロー 
・ 河川構造物の中長期マネジメント技術に関する研究及び社会資本整備における他研

究のフォロー 
・ 実務レベルにおける点検・劣化診断等に関する技術助言及び中長期コスト予測等に関

する行政への助言 
を考えている。 

 

河川環境課河川保全企画室

社会情勢が変化する中で、河川という自然公物を適切に維持管理してい
くためには、 「安全の確実な確保」「効率性・経済性」「技術の進化・継承」
「地域の理解」などが重要な視点と考えており、 近年では、河川砂防技術
基準維持管理編の策定、PDCA型維持管理への移行、河道・堤防の点
検技術の高度化、 河川維持管理における官民連携、河川管理施設の老
朽化対策、許可工作物の確実な維持管理のための連携強化などにより、
戦略的な維持管理の推進に取り組んでいます。

公共事業企画調整課施工安全企画室

災害発生時等に確実な機能発揮が求められる河川用ゲート・ポンプ設備
等の土木機械設備の長寿命化を推進しています。
施設の要求性能を考慮した最低限の機能や維持管理水準の設定、 画一
的な時間計画保全から各種データの蓄積活用による状態監視保全への
移行・健全度評価の高度化、 メンテナンスフリー化や部材改良等の省力
化技術・新たな保全技術の適用検討、 関連する様々な技術基準類の改
訂等に取り組んでいます。

水門

堤防

河川研究室

先端技術チーム

基礎材料チーム
地質チーム

土質・振動チーム施工技術チーム

新材料チーム

河川構造物における鋼材の
腐食（異常腐食の原因究明
や最適な補修・改修方法な
ど）、防食（環境に適した防
食方法や各種耐食性材料
の活用など）に関する技術
的なご相談に応じます。

堤防や河川構造物のなか
で、擁壁、アンカー、矢板、
軟弱地盤などの土構造が
絡んだ変状の原因や、補強
対策などについてご支援し
ます。

河川堤防基礎地盤の調査
手法、特に地形や地質構造
の調査方法と、基盤漏水に
関わる事象について、土
質・振動チームとともにご相
談をお受け致します。

塩害やアルカリシリカ反応
など、コンクリート構造物の
劣化機構や劣化した構造物
の維持管理手法について検
討しています。

河川用ゲートやポンプなど
の機械設備の維持管理技
術について研究を進めてお
り、それに関連する助言を
行っています。

維持管理を効果的・効率的
に実施するための点検方法
（実施項目・実施頻度）、発
見された変状やその規模に
応じた維持修繕の必要性の
判断などについて支援しま
す。

リーダー
水防災システム

研究官

排水機場

樋門等構造物周辺で発生
する変状、土堤の浸透安全
性や耐震性の評価などの
浸透対策や耐震対策技術、
計測機器を用いた堤防のモ
ニタリング、河川土工の締
固め管理基準などについて
支援します。

水理チーム

水・土砂の流れと構造物の
相互作用の問題（河川構造
物周辺の深掘、護岸や護床
ブロックの滑動など）につい
て、形状的（平面・縦断）・空
間的（局所・全体）・質的（土
砂供給）な側面から支援し
ます。

 
図-13 河川構造物管理研究タスクフォース組織図 
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技術相談

本省

政策立案
情報提供

（政策ニーズ・研究ニーズ）

TF
技術支援

技術開発
研究室

助言

アドバイザーチームの派遣

情報提供（新技術）

地整
施設管理

モデル事務所

指定

河川構造物

保全政策

長寿命化計画

技術的助言

情報提供（新技術）

情報提供

（現場ニーズ）

チーム

チーム

事務所

事務所

 

図-14 本省、地方整備局及び河川構造物管理研究タスクフォース（TF）の関係 

 

現場支援としては、次の 3点を行うことにしている。 

(1) 技術相談 

河川構造物の維持管理技術には、構造物として土木構造物（コンクリート構造物、鋼構造

物、土構造物）、機械施設、電気施設それぞれの技術体系を有するとともに、マネジメントと

して点検、分析、評価、補修の横断的な技術体系があり、維持管理の実務においては、これ

らを総合的に取り扱うことが重要である。国総研、土木研究所の河川構造物の維持管理に関

する専門家集団であるタスクフォースは、劣化損傷の状況に応じて、必要な専門家チームを

組織して、現場からの技術相談に対応する。また、専門家チームを現地に派遣して、現地指

導を行う。 

 

(2) 維持管理ナレッジデータベース 

河川構造物の維持管理においては、10年、20年単位での「継続」が重要である。このため、

補修履歴をその技術的な背景も含めて保存することが重要になる。タスクフォースで受け付

けた技術相談の案件については、ナレッジデータベースとして、損傷状況、診断結果、補修

方法などをデータベース化して管理する。また、その後も状況についても事務所と連携して

モニタリングを継続して追跡調査を継続する。この結果、構造物を継続的に追跡することが

可能となるとともに、技術開発のニーズの抽出が可能となる。 

 

(3) 技術情報の発信・交流 

より合理的な維持管理には、現場の技術力の向上が不可欠である。このため、タスクフォ

ースのホームページを立ち上げ、劣化事例や補修事例、点検や補修に関する新技術、技術相

談案件、事務所の取り組み、タスクフォースメンバーの研究などを紹介し、現場の技術力の

向上を目指す。また、産官学をメンバーとしたワークショップを開催し、情報交流の場を創
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出する。さらに、異分野の維持管理の動向を把握し、維持管理をより高度化するために、専

門家による講演会を開催する。これらの結果はホームページで情報提供する。 
 
３．２．４ 維持修繕工事の入札契約・積算体系に関する研究 

ストックマネジメントを着実に実施する上で、維持管理における調達方法に関する調査研

究も必要なテーマである。 
図-15 は、平成 21、22 年度における国土交通省発注工事における不調・不落工事の件数を

示すものである。図-15 に示すように、維持修繕の工事の調達において、不調・不落工事（応

札者がいない、あるいは、応札価格が予定価格を上回り契約が不成立・やり直しとなること）

が多数生じていることが分かる。また、工事規模別に分析すると、予定価格が 6,000 万円未

満の小規模な工事でその発生率が高いことが明らかとなっている。この維持修繕工事の入札

不調・不落の原因としては、契約方法や積算上の問題が一因となっていることが推測される。 
このような背景から、維持管理の実態を考慮した適正な入札契約方式や積算体系を整備し、

社会資本のストックマネジメントを安定的に実行し得る持続可能な維持管理調達システムを

実現することを目的として、契約や積算に関する調査研究を実施している 8)。 
近年、維持管理業務の入札契約方式に関しては、施工エリアの広域化や複数年契約、性能

規定型発注など包括的な契約方式が一部において導入されている。これらは、業務量の変動

に対し、受注者にとっては裁量拡大によるリスク負担の軽減や、創意工夫に対するインセン

ティブの付与、発注者にとっては予算管理の容易化などを期待したものと考えられる。 
一方、工事価格の適正化に向けた取り組みに関しては、例えば、「見積もりを活用する積算

方式」（平成 19 年度～）、「間接工事費実績変更方式」（平成 20 年度～）、「間接工事費の大都

市補正」（平成 21 年度～）、「日当たり作業量の補正」「点在施工箇所の間接工事費補正」（平

成 22 年度～）等が試行されてきたところである 9)。 
 
 

維持修繕, 
194件

一般土木, 151
件

建築, 118件

通信設備, 116
件

機械設備, 112
件

冷暖衛生設備, 
29件

電気設備, 25件

As舗装, 15件

鋼橋上部, 9件
法面処理, 9件 受変電設備, 9

件
その他, 23件

維持修繕, 
389件

一般土木, 371
件

機械設備, 147
件

建築, 99件

通信設備, 155
件

As舗装, 75件

電気設備, 70件

その他, 79件

鋼橋上部, 28件
暖冷房, 33件

PC, 13件

 
平成 21年度（N=1,459件, 10.4%）      平成 22年度（N=808 件,7.0%） 

（比率(%)は、発注工事件数（全体）に占める不調・不落工事件数（全体）の割合） 

図-15 工種別不調・不落工事件数 
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現在、国土交通省が発注した河川及び道路施設の維持修繕工事の受注者を対象としたアン

ケート調査やヒアリング等を各地方整備局と連携して実施し、現状の把握や課題の洗い出し

に努めているが、今後さらに、これまでの施策の効果や課題を検証しつつ、また、地方自治

体や国外等に見られる先進的な契約事例も参考としながら、維持管理におけるより良い調達

方法について検討していきたいと考えている。 

 

４． 社会資本のストックマネジメント推進に向けた今後の方向性について 

社会資本のストックマネジメントを推進していくために今後必要となる方向性としては、

次のようなものが考えられる。 

1 点目として、国土マネジメントとしてのストックマネジメント技術の普及に関する取り

組みである 10)。各分野横断的な情報交換等を行い、各研究分野におけるストックマネジメン

トに関連した取り組みの積極的な情報発信に努めることにより、各分野の各々のストックマ

ネジメントの推進にもつながるものである。また各研究課題についての取り組み成果が、技

術基準、指針、マニュアル等の原案に反映され、地方自治体の施設管理においても容易に活

用出来るようにしていくことにより、国土全体のマネジメントに寄与していくことになる。 

2 点目として、予防保全的な視点に関する取り組みの展開である。現在研究開発中の目視

困難な部位や評価困難な変状に関する点検・監視技術や、施設管理情報の整備が不十分であ

っても導入可能な簡易なストックマネジメント手法は新しい視点として取り組む方向性を示

している。これらは、「無理なく無駄なく賢い管理」につながるものと考えている。 

3 点目として、社会資本等の維持管理を効率化・高度化するための技術の開発である。住

宅・社会資本の計画から設計、施工、維持管理、更新の各段階を通じ、必要な安全性の確保

や環境負荷低減を極めて効率的・効果的に実現させていく技術的な解決方策の検討・確立が

必要となっている。しかし、現時点においては、住宅・社会資本の整備・保全は、各段階に

おいて、個々の施設の最適化を目指して対処しており、多数の施設の効率的な管理や、資源

リサイクル等による環境負荷低減が十分に図れていない状況がある。このため、住宅・社会

資本の整備・保全における各段階において必要な情報を収集し、その情報を利用して効率的

な維持管理・長寿命化を実現するとともに、安全や環境面でも高度化していくため、施設管

理に関わる情報の収集・利活用技術の開発を推進する必要があるものと考えている。 

また、膨大なストックに関するデータベースの構築等の適切な情報管理も重要である。 

 

５． おわりに 

人口減少や少子高齢化が進む我が国においては、高齢化する社会資本の増大に伴い、「つく

ったものを長持ちさせ大事に使う」というストック型社会への転換が、今後の大きな課題と

なっており、地方自治体でも共通の課題として、施設の長寿命化や維持修繕、更新を進める

必要に迫られている。 

このような課題を解決する研究を円滑に進めるために、国総研としても様々な取り組みを

行ってきている。本稿ではこれらの取組の一端について報告した。 

今後も、社会構造の変化など我が国を取り巻く環境において、社会資本の安全性やサービ
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ス水準を確保していくため、各事業分野の現場に立脚したストックマネジメント手法を従来

にも増してさらに発展させていく必要がある。研究分野を担う国総研としても、第 4 章で触

れた今後の方向性にも十分配慮しながら、各事業分野の特性に応じた個々のストックマネジ

メント手法に関する研究をさらに深化させるとともに、各事業分野の知見を集約し、その結

果を個々の研究にフィードバックするような横断的な取組も必要不可欠なものと考え、関係

機関等とも連携しながら一層の取り組みを展開してきたいと考えている。 
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